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 本 論 文 の目 的 は ， 東 日 本 大震 災 の復 興 過 程 で露 出 した 持 続 不 可能 な 諸問 題 に
抗 う 被 災 住 民 の 社 会 的 実 践 を 考 察 し ， 「 持 続 可 能 な 開 発 の た め の 教 育
（ E S D ） 」 の 今 日 的 な 意 義 を 明 ら か に す る こ と で あ る 。 津 波 被 災 地 で は 壊 滅
的 な 被 害 に見 舞 われ た に も かか わ らず 自 然 を 受け 入 れ， 自 然 と の共 生 ，地 域 経
済 の 発 展 ，公 正 な社 会 を 目 指す 持 続可 能 な 地 域づ く りに 向 け た 被災 住 民に よ る
社 会 的 実 践が 見 られ る 。 被 災住 民 が地 域 再 生 の当 事 者と し て 政 府や 行 政の 復 興
計 画 を 批 判 的 に 検 討 す る 学 習 活 動 や 計 画 づ く り に 参 加 す る 実 践 を 本 論 文 で は
「 オ ル タ ナテ ィ ブな 地 域 づ くり 」 と定 義 す る 。  
 1 章 で は， 被 災住 民 の 主 体的 な 学習 活 動 を 位置 づ ける た め の 分析 視 角と し て
生 涯 学 習 ，並 び に E S D の 概 念の 検 討を 行 っ た 。 「 持 続可 能 な 開 発 」 の 基本 理
念 で あ る 世 代 内 ・ 世 代 間 公 正 の 実 現 を 目 指 す た め に 「 生 涯 学 習 と し て の
E S D 」 は 将 来 世 代 の 利 益 に 反 す る 開 発 ・ 発 展 の あ り 方 を 捉 え る だ け で な く ，
現 代 世 代 が直 面 する 社 会 的 排除 問 題に も 目 を 向け る 必要 が あ る 。  
 次 に 「 オ ル タ ナ テ ィ ブ な 地 域 づ く り 」 を 対 象 に し た 実 証 的 研 究 （ 2 章 ・ 3
章 ） を 行 った 。 2 章 で は ， 津波 被 災地 で 社 会 問題 化 して い る 防 潮堤 問 題に 向 き
合 う 地 域 の 実 践 か ら 災 害 復 興 に お け る 住 民 参 加 の 問 題 を 考 察 し ， E S D の 課 題
を 提 起 し た。 地 区住 民 を 対 象に し たア ン ケ ー ト調 査 に基 づ く 量 的デ ー タの 分 析
結 果 か ら 復興 過 程に お け る 住民 参 加 の 実 態 を 捉え ， 地域 づ く り への 参 加意 識 に
関 し て 性 差が あ るこ と ， 学 習経 験 と地 域 づ く りへ の 関心 ， 参 加 意欲 に は強 い 関
連 が あ る こと が 分か っ た 。 そこ で 追加 的 な デ ータ 収 集を 行 う た めに 住 民へ の イ
ン タ ビ ュ ーや 参 与観 察 を 行 った 。 その 結 果 ， 女性 や 若い 世 代 の 参加 を 阻害 す る
要 因 が 明 らか に なっ た 。 さ らに コ ミュ ニ テ ィ の意 思 決定 に 地 域 社会 の 関係 性 が
ど の よ う に影 響 して い る か を分 析 した 結 果 ， 「参 加 を阻 害 す る 社会 構 造」 と い
う 現 象 を 捉え る こと が で き た。 次 にコ ミ ュ ニ ティ の 意思 決 定 へ の参 加 を阻 害 さ
れ ， 地 域 社会 か ら抑 圧 さ れ た人 々 が学 び の 過 程で ど のよ う な 認 識変 容 をす る の
か ， 「 自 己を 取 り戻 す 学 習 」と い う現 象 を 考 察し た 。し か し ， 問題 を 無意 識 化
し よ う と する 圧 倒的 多 数 の 人々 の 社会 参 加 こ そが 持 続可 能 な 地 域づ く りに 重 要
で あ り ， E S D の 課題 で あ る 。  
 3 章 で は ， 津 波 被 災 地 の 子 ど も を 対 象 と し た 社 会 教 育 に お け る 環 境 学 習 ・
E S D の 実 践 を 取 り 上 げ ， 成 果 と 課 題 を 考 察 し た 。 受 講 者 の 学 び を 構 造 的 に 把
握 す る た めに 保 護者 を 対 象 にし た アン ケ ー ト 調査 ， 並び に 保 護 者や 高 校生 の ス
タ ッ フ を 対象 に した イ ン タ ビュ ー を行 っ た 。 質的 デ ータ の 分 析 結果 か ら， 子 ど
も の 主 体 的に 調 べる 態 度 の 醸成 や 観察 力 の 高 まり が 認め ら れ た 。ま た ，自 然 体
験 活 動 を 通じ て 自然 の 豊 か さに 気 づき ， 地 域 に対 す る親 し み と 愛着 を 感じ て い
る こ と が 分か っ た。 さ ら に 震災 当 日の 体 験 が トラ ウ マに な り ， 心身 の 症状 を 抱
え た 子 ど もが 海 への 恐 怖 心 を乗 り 越え る こ と が明 ら かと な っ た 。一 方 ，防 潮 堤
問 題 に 向 き合 う 大人 と の 交 流は ， 高校 生 の 学 びに も 影響 を 与 え た。 保 護者 も 生
物 多 様 性 の気 づ き， 自 然 と の共 生 ，自 然 の 回 復を 実 感し ， 自 然 を残 し たい と い
う 感 情 が 芽生 え てい る こ と が分 か った 。 こ の よう な 自然 へ の 認 識変 容 は生 態 系
を 活 用 し た地 域 づく り に 結 びつ く 可能 性 が あ る。 同 時に 課 題 も 認め ら れた 。 外
部 の 支 援 者と 住 民グ ル ー プ の協 働 によ る 学 習 から 住 民主 体 の 地 域学 習 に移 行 す
る た め に は， 「 地域 に お ける E S D の体 制 づ く り」 が 求め ら れ る 。  
 4 章 で は ， W i s n e r  e t  a l . （ 2 0 0 4 ） を 手 が か り に 自 然 災 害 に 対 す る コ ミ ュ
ニ テ ィ の 脆 弱 性 に つ い て 理 論 的 検 討 を 行 い ， E S D ／ D R R （ D i s a s t e r  R i s k  
R e d u c t i o n ： 災 害 リ ス ク 削 減 ） の 可 能 性 を 論 じ た 。 自 然 の ハ ザ ー ド が 原 因 で
災 害 が 発 生す る とい う 従 来 の考 え 方に 対 し ， 人々 が 置か れ て い る脆 弱 性， す な
わ ち 社 会 の あ り 方 に 「 根 本 的 な 原 因 」 が あ る こ と を 示 し て い る 。 し か し な が
ら ， コ ミ ュニ テ ィの 脆 弱 性 は復 興 の長 期 過 程 とい う 時間 と 空 間 の両 方 の座 標 軸
で 捉 え る 必要 が ある 。 地 域 再生 の 鍵概 念 と し て注 目 され る よ う にな っ たレ ジ リ
エ ン ス は ， E S D と D R R を 結 び つ け る 概 念 で あ る 。 レ ジ リ エ ン ス の た め の 教
育 が コ ミ ュニ テ ィの 脆 弱 性 問題 に 正面 か ら 取 り組 む た め に は ， 社会 シ ステ ム や
権 力 関 係 とい っ た構 造 的 な 問題 を 克服 し ， 新 たな 社 会関 係 性 を 構築 す るた め の
学 習 や 行 動を 支 援す る 必 要 があ る 。  
 終 章 で は， 本 論文 の 議 論 の整 理 を行 い ， ポ ス ト 3 . 1 1 社 会 の E S D 研 究へ の
示 唆 を 行 った 。 実証 的 研 究 で取 り 上げ た イ ン フォ ー マル な 学 習 は持 続 不可 能 な
諸 問 題 に 抗う 被 災住 民 が 主 体と な り， 民 主 化 の次 元 を再 生 す る 「生 涯 学習 と し
て の E S D 」 の 萌 芽 的 な 取 り 組 み で あ る が ， 学 習 活 動 を 組 織 化 し 維 持 す る た め
の 学 習 環 境の 整 備と 仕 組 み づく り の支 援 ， さ らに は その 成 果 を 如何 に して 社 会
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 2011 年 3 月 11 日 14時 46 分に発生した東北地方太平洋沖地震は，宮城県牡鹿半島東南東沖
130km 付近（北緯 38 度 06.2 分東経 142 度 51.6 分）を震源とするマグニチュード 9.0 の国内観
測史上最大規模の地震であった。この地震と津波による死者 15, 893 人，行方不明者 2, 567 人，
建物の被害（北海道・青森・岩手・宮城・福島・茨城・栃木・群馬・埼玉・東京・千葉・神奈川）
は 399, 617 戸に及び未曽有の広域災害となった 1)。震災からまもなく 5 年が経過しようとしてい
るが，岩手，宮城，福島の津波被災地の復興は未だ途上にある。公営・応急仮設住宅・民間賃貸
住宅や親族・知人宅などに避難している住民は現在も約 19 万人に上る 2)。一方，災害公営住宅の
建設は大幅に遅れている。宮城県の場合 21 市町の計画戸数 15,920 戸に対し，工事完了戸数が
7,676 戸，進捗率 48.2%であり 3)，応急仮設住宅の使用期限は石巻・塩釜・気仙沼・名取・東松
島・女川・南三陸の 7 市町で一律 5 年から 6 年に延長されている 4)。 
























 宮城県の津波被災地の人口減少は，震災後 4 年間で女川町 31.6%，山元町 23.9%，南三陸町


















1) 死者・行方不明者，建物の被害状況は警視庁発表による（2015 年 11 月 10 日現在）。建物の
被害は全半壊した建物の合計。https://www.npa.go.jp/archive/keibi/biki/higaijokyo.pdf
（2015/11/25 アクセス） 
2) 復興庁「全国の避難者等の数（2015 年 10 月 8 日現在）」
http://www.reconstruction.go.jp/topics/main-cat2/sub-cat2-1/20151030_hinansha.pdf
（2015/11/25 アクセス） 








「東日本大震災からの復興政策の改善についての提言（2014 年 9 月 25 日）」の中で早期帰
還政策を批判し，「（超）長期待避・将来帰還」のための政策を提案している。
http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-22-t200-1.pdf（2015/11/25アクセス） 
7) 宮城県推計人口（月報）の市町村別統計データ（2011 年，2015 年の 3 月 1 日の人口）から
算出 http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/toukei/suikei-top.html（2015/11/3 アクセス） 










 「国連持続可能な開発のための教育の 10 年（UNDESD：United Nations Decade of 
Education for Sustainable Development・2005～2014 年）」の最終年に当たる 2014 年 11 月に













 生涯教育は 1965 年 12 月ユネスコ（国際連合教育科学文化機関）の第 3 回成人教育委員会に設
置された成人教育推進委員会の席上，ポール・ラングランが紹介した概念である。「生涯教育につ
いて」と題するワーキング・ペーパーは原題の仏語が l’éducation permanente，英語は lifelong 








































 ユネスコの教育開発国際委員会は，1972 年に“Learning to be（『未来の学習』）”と題する報告
書を発表している。委員長のエドガー・フォールの名前を冠し，フォール報告書と呼ばれている。
本委員会の事務局にはラングランが名を連ねている。報告書の原題「存在することを学ぶ
“Learning to be”」という学習観は，1996 年ユネスコの 21 世紀教育国際委員会が編纂した報告
書“Learning : the Treasure Within（『学習：秘められた宝』）”の中の「学習の 4 本柱」にも入
れられている。フォール報告書では，生涯教育の目標として「完全な人間（complete man）」の
形成を掲げ，心理学の発達段階論を踏まえて「未完成な人間」の概念を導き出し人間の可能性を








って有利な主たる議論である。（Faure et al. 1972=1975） 
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 ラングランの後任としてユネスコ生涯教育の責任者を引き継いだジェルピは 1977 年に発表した
論文，“Pour une politique international de l’éducation permanante（「生涯学習の国際政策につ
いて」）”の冒頭で生涯教育の概念の両義性について指摘している。生涯教育が統制された公教育
の中で「再生産」8) に貢献するのか，それとも「民主化」を求めて闘うのか，「生涯教育という概























































 1967 年（昭和 42 年）7 月 3 日，中央教育審議会（以下，中教審）への諮問「今後における学
校教育の総合的な拡充整備のための基本的施策について」は，学校教育の制度的・内容的検討を
目的とした答申を求めていたにも関わらず，1969 年（昭和 44 年）6 月 30 日の中間報告 9) の中で
学校教育と社会教育を結びつける新しい教育としての生涯教育のあり方に言及している。 














 1971 年（昭和 46 年）4 月には社会教育審議会（以下，社教審）が 1968 年（昭和 43 年）7 月
の諮問「急激な社会構造の変化に対処する社会教育のあり方」に対し，1970 年（昭和 45 年）9




















































































ブル景気が始まる 1986 年までの間実質経済成長率 2.8～5.5%（1990 年基準）の中成長期に入る
16) 。 




ろうとするものであった。以下は，1987 年 8 月に出された「教育改革に関する第 4 次答申（最終















 これらの答申を受けて文部省は 1988 年（昭和 63 年）に社会教育局を廃止して生涯学習局を発









































1.5. 生涯学習としての ESD 
 
1.5.1. 持続可能性概念をめぐる議論 














である。地球サミットから 20 年後の 2012 年 6月，再びリオ・デ・ジャネイロで開催された「国
連持続可能な開発会議（リオ＋20）」では，「ミレニアム開発目標（MDGs）」19) に代わる 2015 年
以降の開発アジェンダが議論され，リオ＋20 以降「持続可能な開発目標（SDGs）」の策定に向け
たオープン・ワーキング・グループ（OWG）の検討が続けられた。2015 年 9 月に開催された第
70 回国連総会の「国連 SDGs 採択サミット」にて「持続可能な開発のための 2030 年アジェンダ
（ the 2030 Agenda for Sustainable Development）」が 193 の国連加盟国によって採択された。
極度の貧困と飢饉の撲滅や初等教育の完全普及の達成など主に途上国を対象としていた MDGsと
比べ，SDGs は先進国，途上国の区別なく 17 分野の主要目標と 169 項目の具体的目標（ターゲッ
18 
 
ト）が設定されている（表 1）20)。教育に関することは目標 4 に「すべての人に包摂的かつ公平で



































































1.5.2. ポスト DESDにおける ESDの課題 
 1992 年リオ・デ・ジャネイロで開催された「国連環境開発会議（UNCED，地球サミット）」で
は，『アジェンダ 21』の第 36 章「教育，意識啓発，訓練の推進」の中で SD に向けた教育全体の
再方向づけが提起されている。地球サミットから 10 年後の 2002 年に南アフリカ・ヨハネスブル
グで開催された「持続可能な開発に関する世界首脳会議（WSSD，ヨハネスブルグ・サミット）」
にて日本政府と日本の NGO による共同提案に基づき，「国連持続可能な開発のための教育の 10
年（以下，DESD）」が同年第 57 回国連総会にて決議され，ユネスコを主導機関として各国の取
り組みが始まった。日本ではこの 10 年の間，教育振興基本計画，学習指導要領を通じた ESD の
推進，ユネスコスクールの推進，高等教育機関，協議会，RCE（Regional Centres of Expertise 
on ESD），NPO／NGO，企業などの取り組みなどが行われてきた 22)。 

































表 2 生涯学習論の概念モデル 
Biesta（2011） Aspin & Chapman（2001） 主要な生涯教育論 
次元 方向性 目的（～のための生涯学習） 特徴 思想 






















本論文の議論の整理を行い，ポスト 3.11 社会の ESD 研究への示唆を行う（終章）。本論文の構成
と各章の関係を図 1 に示した。 













 終章「ポスト 3.11 社会の ESD」では，本論文の実証的研究で取り上げたインフォーマルな学習
が民主的次元を再生する「生涯学習としての ESD」の萌芽的な取り組みであることを示した上で，
最後に研究課題について述べる。 
























2) 「5 月革命」については西川（2011）を参考にした。 
3) 末本（1996）は，市民革命期のコンドルセを初めとする成人教育論に人間の可能性に関する
議論が既にみられたことを指摘している。 
4) 「学習社会」は，シカゴ大学の第 5 代総長を務めたロバート・ハッチンスが『ラーニング・
ソサイエティ』（1968）で提唱した概念。 
5) ILO, “C140 - Paid Educational Leave Convention, 1974 (No. 140)” 
http://www.ilo.org/dyn/normlex/en/f?p=NORMLEXPUB:12100:0::NO::P12100_ILO_COD
E:C140（2015/10/12 アクセス） 












9) 文部省編, 1969 年,「わが国の教育のあゆみと今後の課題〈中央教育審議会中間報告〉」 
10) 中央教育審議会, 1971 年「今後における学校教育の総合的な拡充整備のための基本的施策に
ついて（答申）」http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chuuou/toushin/710601.htm#2
（2015/10/12アクセス）   
11) 社会教育審議会, 1970 年,「急激な社会構造の変化に対処する社会教育のあり方について―
―中間発表」 
12) 社会教育審議会, 1971 年,「急激な社会構造の変化に対処する社会教育のあり方について―
―答申」 
13) 中央教育審議会, 1981 年「生涯教育について（答申）」
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chuuou/toushin/810601.htm（2015/10/12 アクセス）   
14) 中央教育審議会答申, 1990年「生涯学習の基盤整備について（答申）」
http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/nc/t19900130001/t19900130001.html




（2015/10/12アクセス）   
16) 経済企画庁『国民経済計算年報 2000 年版』 




and Tilbury  2002）。 






のグローバルなパートナーシップの推進の 8 分野が掲げられた。 
20) Sustainable Development Goals https://sustainabledevelopment.un.org/topics
（2015/10/4アクセス） 




22) 「国連持続可能な開発のための教育の 10 年」関係省庁連絡会議, 2014年 10 月「国連持続可

















第 2章 災害復興における住民参加のプロセスに関する考察 








2005 年に神戸市で開催された第 2 回国連防災世界会議のプログラム成果文書として「災害に強
















































旧暦 8 月 13 日に行われる小泉八幡神社の例大祭ではサケの豊漁を祈願するために御輿の行列が津
谷川を目指して練り歩く。  
2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分，三陸沖を震源とするマグニチュード 9.0 の巨大地震が発生，引
き波が確認された 20 分後の 15 時 23 分には最大約 20 メートルの大津波が小泉地区を襲った。当
地区の地震の揺れは震度 5 強であったが，大津波の襲来によって町全体が壊滅的な被害を受け，
家屋の被害は 1,845 棟中 1,277 棟，被害率は 69.2%，死者・行方不明者は 43 人であった。 
小泉地区の人口（2014 年 2 月末現在）は 1574 人，550 世帯である 5)。震災後の人口動態を見
ると，当地区の人口減少率は 13%で住家の被害率が最も高かった同市鹿折（26%），小原木（17％）














































現地でのフィールドワークは，2013 年 2 月 11 日から 2014 年 12 月 7 日に至る期間のうち 81
日間行った。最初に震災後の生活，地域のコミュニティ，生業などについて地区の住民，地区公
民館館長，「明日を考える会」の幹部，「小泉 Cool な親父の会」（以下，「親父の会」）の 30，40 代
のメンバー，震災直後から本吉町の復興支援活動を行っている NPO，NGO の職員 37 人，災害復
旧事業に関しては市議，県市職員 11 人，合わせて計 48 人から聞き取りを行った。またこれと並
行して地域行事への参加，防災集団移転の定例会議，災害復旧事業に係る計画の住民説明会，防
潮堤問題に関する学習会，学術検討会に参加した。 
次に地域づくりへの住民参加の実態を把握するために，2013 年 12 月 1 日から 5 日の 5 日間に
小泉地区住民（2013 年 11 月末現在の人口は 1582 人）を対象に量的データを収集した。調査票の
配布数 200 枚，回収率は 75.5％である。調査票は仮設住宅の自治会長などを通じて配布し，回収
は筆者が行った。自宅や職場への訪問調査法と集合調査法によって大半回収することが出来たが，
















加方法，震災後の学習経験について質問項目を設定した（表 1）。調査協力者の属性は表 2 にまと
めた。クロス集計の結果，調査協力者の男性の 91.0％，女性の 67.9％が小泉地区出身であること
が分かった（表 4）。 
次に地域づくりへの関心，参加意欲に対するクロス集計表を表 5，表 6 に示した。男性の
83.5%が地域づくりへ関心を持っていると回答したのに対して，女性は 59.3％で性差が認められ
た（χ2=14.531,df=4,p<.01）（表 5）。地域づくりへの参加意欲は，男性の 68.7%が参加意欲を示
したのに対して女性は 46.3%に留まり，この項目に関しても性差が認められた（χ2=15.987, df=4, 
p<.01）（表 6）。 
震災後に防災，まちづくり，コミュニティに関連する学習経験がある割合は全体の 40.0%（表
3），学習プログラムの形態，内容は表 7，表 8 で示す通りである。防災集団移転や防潮堤問題に
関する連続講座，講演会，シンポジウムが多く，参加者の防災，まちづくりに関する関心が高い
ことが分かる。「学習経験あり」と回答した人は 86.4%が地域づくりへの関心を示している。「学
習経験なし」と回答した人は 59.6%に留まり，26.8 ポイントの差があった （χ2=35.520, df=4, 
p< .01）（表 5）。「学習経験あり」と回答した人は 78.0%が地域づくりへの参加意欲を示している。
「学習経験なし」と回答した人は 40.9%に留まり，37.1 ポイントの差があった。（χ2=34.830, 
df=4, p< .01）（表 6）。                                                                                                                    
地域づくりへの参加方法は，表 9 に示した。参加方法のうちで最も重視する方法について質問




















表 2  調査協力者の属性（度数分布表） 
  度数 % 
性別 男性 67 44.7 
 女性 83 55.3 
年齢 10 代 6 4.0 
 20 代 5 3.3 
 30 代 15 9.9 
 40 代 24 15.9 
 50 代 17 11.3 
 60 代 31 20.5 
 70 代 37 24.5 
 80 代以上 16 10.6 
被災状況 全壊 104 69.8 
 半壊 6 4.0 
 一部損壊 13 8.7 
 被害なし 26 17.4 
出身地 小泉地区 117 78.5 
 市内（小泉地区外） 17 11.4 
 県内（気仙沼市外） 9 6.0 
 県外 6 4.0 
 
 
表 3  調査協力者の属性（度数分布表） 
  度数 % 
地域づくりの 自主的な活動 18 15.8 
参加方法の中で アンケート 25 21.9 
一番重視している 自治会組織 42 36.8 
項目 行政機関に一任 12 10.5 
 住民説明会 10 8.8 
 陳情・要望書 3 2.6 
 時間がない 4 3.5 
震災後の学習経験 ある 60 40.0 






表 4  出身地に対するクロス集計表（数値上段は度数，下段は%） 
  出身地 






性別 男 61 2 2 2 67 
 % 91.0 3.0 3.0 3.0 100.0 
 女 55 15 7 4 81 
 % 67.9 18.5 8.6 4.9 99.9 
合計  116 17 9 6 148 
 % 78.4 11.5 6.1 4.1 100.1 
 
 
表 5  地域づくりへの関心度に対するクロス集計表（数値上段は度数,下段は%） 
  地域づくりへの関心 











































性別 男 2 3 6 21 35 67 56 
 % 3.0 4.5 9.0 31.3 52.2 100.0 83.5 
 女 5 4 24 26 22 81 48 
 % 6.2 4.9 29.6 32.1 27.2 100.0 59.3 
合計  7 7 30 47 57 148 104 
 % 4.7 4.7 20.3 31.8 38.5 100.0 70.3 
学習 あり 1 5 2 14 37 59 51 
経験 % 1.7 8.5 3.4 23.7 62.7 100.0 86.4 
 なし 6 2 28 33 20 89 53 
 % 6.7 2.2 31.5 37.1 22.5 100.0 59.6 
合計  7 7 30 47 57 148 104 



















表 6  地域づくりへの参加意欲に対するクロス集計表（数値上段は度数,下段は%） 
  地域づくりへの参加意欲 











































性別 男 2 4 15 18 28 67 46 
 % 3.0 6.0 22.4 26.9 41.8 100.1 68.7 
 女 5 5 33 26 11 80 37 
 % 6.3 6.3 41.3 32.5 13.8 100.2 46.3 
合計  7 9 48 44 39 147 83 
 % 4.8 6.1 32.7 29.9 26.5 100.0 56.4 
学習 あり 2 4 7 17 29 59 46 
経験 % 3.4 6.8 11.9 28.8 49.2 100.1 78.0 
 なし 5 5 42 27 9 88 36 
 % 5.7 5.7 47.7 30.7 10.2 100.0 40.9 
合計  7 9 49 44 38 147 82 
 % 4.8 6.1 33.3 29.9 25.9 100.0 55.8 
 
 
表 7  震災後の学習プログラムの形態（数値は左列は度数，右列は%） 
講座 35 23.2 
講演会・セミナー 35 23.2 
シンポジウム 13  8.6 
その他 7  4.6 
     無回答を除いた 
 
表 8  まちづくり，防災，コミュニティ関連の学習内容（自由記述抜粋） 
区分 
（開催地） 


























































最後に調査協力者の年齢構成は 30 代以下が 17%であった。サンプリングの偏りを補正する必要

































































震災直後から振興会の運営を支えたのは 70 代の長老たちである。幹部役員の経験がある Aさん
18) によると，会長職は通常 2 年 1 期，任期は概ね 4 年である。70 歳が定年という一応の決まりが



















































気仙沼市に置かれた震災復興市民委員会のメンバー有志が中心となって 2012 年 8 月に「防潮堤
を勉強する会」（以下，「勉強する会」）を立ち上げた。講師には学識経験者や専門家を招き，毎回











結果だけでなく，過程も知りたいっていう理由で参加した。そうすると足を運ぶしかないので。（E さん 24)） 
 
E さんは震災前から登米市の里山保全活動や NPO が主催する植樹運動に参加し，そこで出会っ






















































































































































4) 2010 年の世界農林業センサス（農林水産省）によると，小泉の農家数は 233（販売農家数








2013 年 12 月 1 日） 
8) 仙台市弁護士会は「東日本大震災後の宮城県沿岸で行われている海岸堤防建設事業の見直し






士連合会「防潮堤建設についての意見書」（2014年 11 月 20 日）でも同様の指摘がある。 
9) 日本生態学会，植生学会，日本水産学会は，「津波被災地での防潮堤建設にあたっての自然
環境への配慮のお願い（申立書）」を岩手，福島，宮城県知事に（2012 年 10 月 26 日，11
月 8 日），また日本生態学会が「東日本大震災被災地復興計画に対する要望」を国土交通大
臣などの関係閣僚に提出している（同年 11月 7 日）。 
10) 例えば，「災害と環境教育－内発的な ESDからの復興の道筋の展望」（日本学術会議主催公






12) 学術検討会（東北大学災害科学国際研究所，2014 年 8 月 11 日）での県職員のコメント。 
13) Cさん，60 代男性，2013 年 9 月 27 日 
14) H さん，80 代男性，2014 年 8 月 8 日 
15) Iさん，60 代女性，2014 年 12 月 6 日 
16) H さん，80 代男性，2014 年 8 月 8 日 
17) H さん，80 代男性，2014 年 8 月 8 日 
18) Aさん，70 代男性，2013 年 9 月 7 日 
19) G さん，60 代女性，2014 年 5 月 16 日 
20) J さん，40 代男性，2015 年 1 月 4 日 
21) Bさん，70 代男性，2013 年 9 月 25 日 
22) H さん，80 代男性，2014 年 8 月 8 日 
49 
 
23) D さん，60 代女性，2013 年 12 月 1 日 
24) Eさん，30 代男性，2013 年 12 月 1 日 
25) Fさん，10 代男性，2014 年 1 月 19 日 
26) D さん，60 代女性，2013 年 12 月 1 日 
27) Fさん，10 代男性，2014 年 1 月 19 日 














































量的整備が進展している。2015 年 3 月，第 3 回国連防災世界会議（仙台市）の会期中開催された











地域づくりが論じられてきた（Fien and Tilbury 2002）。鈴木（2014）は，グローバリゼーショ
ンがもたらす地球環境問題と貧困・社会的排除問題の「双子の基本問題」に対する同時的解決の
方向を目指す教育実践として「持続可能で包容的な地域づくり教育（ESIC：Education for 
Sustainable and Inclusive Communities）」を提起している。降旗ほか（2013）は，「社会－生態
システム論」に基づくレジリエンスを「災害と向き合う地域の力」と捉え，自然再生活動におけ
る「適応的管理を共同で行う学習」に注目し，地域のレジリエンスを高めるファシリテーターと






3.2. 気仙沼市の ESDと震災後の影響 
 
本稿は，宮城県気仙沼市本吉地域の次世代を対象にした「子ども小泉学」の実践を取り上げる。
気仙沼市の南部に位置する本吉地域は，人口 10,370 人（2015 年 3 月末現在）4)，津谷，大谷，小
泉地区の 3 地区を含む旧本吉町が 2009 年に気仙沼市に編入合併した地域自治区である。面積
106.7 ㎢，北上山系の支脈に囲まれ，太平洋に面する沿岸域は三陸海岸特有のリアス海岸を形成し，
南三陸金華山国定公園に指定されていた区域が 2015 年 3 月に三陸復興国立公園に編入されている。 
気仙沼市は「国連持続可能な開発のための教育の 10 年（UNDESD）」の取り組みの中で ESD
を地域で推進する拠点として，国連大学から仙台広域圏 RCE（Regional Centres of Expertise on 
















業・NPO・団体・研究機関が協働する環境機関コンソーシアムである。2013 年 12 月同プロジェ
クトの定例会議で，筆者がファシリテーターを務めた本吉地域の中学生らを対象にしたワークシ
ョップを報告した。そのことがきっかけで同地域の子どもを対象にした講座の企画案が検討され，






based Disaster Risk Reduction）の主流化と課題」にて受講生が報告を行い，13 回の講座が終了






表 1 「子ども小泉学」の講座内容（東北大学：東北大学生態適応センター，小泉地区住民グループ：  小泉海岸及び津
谷川の災害復旧を学び合う会，WS：ワークショップ） 
日程 講座の内容 主な支援団体 
2014年 






















9 月 13 日 「干潟の生き物を調べてみよう！②」 
（底生生物の調査，観察） 
東北大学・小泉地区住民グループ 










































行った（2014 年 9月）。②質問紙調査の分析結果に基づき，さらに詳細に聞き取る目的で先の 5
人のうち 3 人に半構造化インタビューを行った（2015 年 2 月）。③スタッフとして関わった高校
生には本講座やその他の活動で得られた経験の意味を語ってもらうために半構造化インタビュー






















表 2 受講者の学び（質問紙自由記述の分析） 























































 講座は 12 月の野鳥観察会の後，活動を室内に移し，講義とワークショップが中心となった。そ
して，3 月の国連防災世界会議会期中に小泉地区を訪れるゲストを海岸に案内し，翌日東北大学で
開催するパブリック・フォーラムで報告することを当面の目標とした。パブリック・フォーラム










プのファシリテーターを務めた。11 月には新たに Bさんと Cさんの 2 人が加わり，Bさんは 2 月
以降は講座の運営スタッフとして従事している。 
 卒業後の進路も決まり，高校生活もあと 4 か月になった頃，親友の Cさんに誘われて Bさんは
本講座に参加した。中学，高校は野球部に属し，主将でピッチャーだった。部活に明け暮れた高
校生活だったが，引退が近づいていた時，Cさんと小泉地区の防潮堤計画に関する住民説明会
（2014 年 7 月 29 日開催）に参加した。当日高校生の参加者は 2 人以外にも数名いた。小泉地区



















































「青少年の野外教育の充実について」（1996 年 7月 24 日）を参照。 
  http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/sports/003/toushin/960701b.htm （2015/ 
 4/20 アクセス） 




4)  本吉地域の人口は住民基本台帳より算出。 
5)  文部科学省「平成 24 年度 非常災害時の子どもの心のケアに関する調査報告書」  

























の文脈で理解するために，本稿では社会科学分野における災害研究の代表的論者である Wisner et 
al.（2004）を手がかりに自然災害に対するコミュニティの脆弱性について考察し，ESD／DRR








 災害と防災分野の教育研究の動向を概観するために，「自然災害」と「教育」の 2 つのキーワ
ードを使い，CiNii 1) で検索を行った結果，（学会発表要旨を除く）論文・報告が 290 本確認でき
た（2015 年 7 月 31 日現在）。内訳は，学校（大学を含む）に関するものが 117 本，自治体・地




材開発，教育方法に関するものが 26 本，③教育実践，効果に関するものが 55 本である。また学
校（大学を含む）に関するもの 117 本のうち防災教育に関連する論文・報告は 65 本あり，かなり
の割合を占めているといえる。                           
 戦後の学習指導要領から防災教育の成立と変遷の過程を調べ，防災教育の課題を整理した城
下・河田（2007）は，計量テキスト分析 3) を用いて学習指導要領全文を分析し，防災に関する用
語の登場回数を調べている（表 1）4) 。表 2 は，同分析に用いた 2008（平成 20）年の学習指導要
領の内容（一部省略）である。1947（昭和 22 年）年に作成された学習指導要領試案には防災に




















の 1 つになっていると考えられる。 
 
表 1 小中学校学習指導要領の防災に関する用語の登場回数 
 S22 S26 S33 S43（44） S52 H1 H10 H20（年） 
災害 109 66 14 24 7 4 13 20 
防災 8 0 0 0 0 0 1 3 
天災 35 3 0 1 0 0 0 0 
地震 48 50 7 7 6 4 9 8 
津波 4 7 0 0 0 0 1 0 
台風 16 1 2 0 0 1 0 2 
河川 2 0 0 0 0 0 0 0 
土砂 3 1 1 0 0 0 0 0 
高潮 2 0 0 0 0 0 0 0 
豪雪 0 6 1 0 0 0 0 0 
火山 27 37 14 7 2 4 6 8 
落雷 3 1 1 0 0 0 0 0 
竜巻 0 0 0 0 0 0 0 0 
計 257 172 40 39 15 13 30 35 
 






コが「国連持続可能な開発のための 10 年（UNDESD）」の活動をまとめた報告書 6) の中で DRR
を SD の観点から ESDに位置づけている。こうした国内外の動きに呼応するように，阪神・淡路







表 2 2008（平成 20）年学習指導要領の「災害」「防災」に関する記述 
小学校【社会科】 
























































の災害研究を概観し，災害研究のパラダイム転換となった脆弱性アプローチを主唱する Wisner et 
al.（2004）に注目する。 
 災害研究の源流は 1917 年にカナダハリファックスで起きた軍艦爆発事故の影響を調査した S.H.
プリンスの『災害と社会変化』（Catastrophe and Social Change：Based Upon a Sociological 





研究が政府機関の委託で進められた（浦野 2007a, 大矢根 2007）。そして，1950 年代後半に見ら
れた災害時の人間の心理的反応と行動に関する研究  9) から，1960 年代以降災害時のコミュニティ




織対応力の強化を実践的な課題とした研究が中心となっていた（浦野 2007a, 2007b）。 
 ところが 1990 年代以降，社会学，文化人類学，地理学の研究者を中心に「社会・経済・文化構






 Wisner et al.（2004）は，脆弱性の「根本的な原因（Root Causes）」が脆弱性を大きくする
「動的圧力（Dynamic Pressures）」に影響を与え，「危機的な状況（Unsafe Conditions）」を
生み出す過程を「増圧と減圧（PAR）モデル」を用いて説明している 12) 。図 1 は，自然のハザー
ドが原因で災害が発生するという従来の考え方から災害原因を自然のハザードと社会に内在する
脆弱性との相互作用に求める Wisner et al.（2004）の脆弱性アプローチに基づいて自然―人間―
社会関係の観点から整理し直したものである。 












明している（図 1 の⑤）。そこで次節では Wisner et al. （2004）の脆弱性アプローチの批判的検
討を通して自然災害に対するコミュニティの脆弱性問題について考察する。 
 






 Wisner et al.（2004）は，貧困層の居住地という地理的分布に着目し，脆弱な人口集団の存在
を強調する。しかしながら，コミュニティの脆弱性は復興の長期過程という時間と空間の両方の






めた結果，入居者に占める高齢者の割合は既に 50%を超えている 14) 。震災後 20 年を経過した被
災地の災害公営住宅では，高齢者単独世帯の増加と共にコミュニティの機能不全が懸念され，東








































高さ 10m，総延長 2.4km の X 字型防潮堤が東日本大震災の大津波によって破堤，1091 戸（被害




























注      




する土木・建築・地質・気象・地理学などの調査研究は除外した（97 本）。                                   
3) 城下・河田（2007）は，KH Coder を用いた分析手法を「形態素解析」と叙述しているが，
本稿では KH Coder の開発者である樋口（2014）の記述に従った。                                                                    
4) 平成 20 年（2008 年）の学習指導要領については筆者が KH Coderを用いて分析し，結果を
加えた。その際データの基になる学習指導要領（2008 年）は，小・中学校共に理科・社会
と中学校保健体育である。他の教科，総合的な学習の時間では該当する用語は見つからなか





必要がある。                              
6) UNESCO Education Sector, 2012, “Shaping the Education of Tomorrow: 2012 Full-
length Report on the UN Decade of Education for Sustainable Development”. 
http://unesdoc.unesco.org/images/0021/002166/216606e.pdf（2015/9/5アクセス）                              
7) 兵庫県立舞子高校は 2002 年 4 月に全国で初めて防災教育を推進する環境防災科を開設して
いる。また，宮城県立多賀城高校は 2016 年度から防災科学科を開設する。                                    
8) 例えば，宮城教育大学教職大学院『防災教育授業デザイン集――平成 24 年度学級・学校経営
研究 B』（2012）がある。                                  
9) Charles Fritz and J.H. Mathewson,1957, “Convergence Behavior in Disaster”, George 
71 
 
Baker and Dwight Chapman, 1962 “Man and Society in Disaster の研究                                   
10) Allen Barton, 1969, “Communities in Disaster”, Russell Dynes, 1970 , “Organized 
Behavior in Disasters”の研究                      
11) Wisner et al.（2004）は自然の力が人の行動に影響を与える加害力になる現象をハザードと
定義している。具体的には，地震・津波・暴風雨・洪水・火山噴火・地滑り・雪崩・干ば








い，人々が災害に対抗する能力が低下すると分析している（Wisner et al. 2004, pp.51-59）。  
13) 他方，自宅が一部損壊と認定された場合，災害公営住宅への入居対象外となり，仮設住宅か
らの退去困難者が相当数いることが指摘されている。（東日本大震災復旧・復興みやぎ県民
センター「東日本大震災宮城県の復旧・復興の現状」                             
http://www.miyagikenmin-
fukkoushien.com/pdf/material/6.21%204kaisoukaimokujishiryou.pdf（2015/9/6 アクセス）                                 
14) 『産経新聞』（2015 年 1 月 16 日記事）
http://www.sankei.com/west/news/150116/wst1501160074-n1.html（2015/9/6 アクセス）                                   
15) 『東京新聞』（2015 年 3 月 10 日記事）http://www.tokyo-
np.co.jp/article/feature/tohokujisin/list/CK2015031002100025.html（2015/9/6 アクセス）                                   
16) 浦野（2014）は，高齢者世帯の避難援助に向かった自治会役員や民生委員が犠牲になったこ
とを指摘している。                                
72 
 
17) 岩手県宮古市，「宮古市の被害状況 平成 23 年 7月 25 日」
http://www.city.miyako.iwate.jp/data/open/cnt/3/384/1/03-higaijokyo.pdf（2015/9/6アク
















































































































さな実践」（松岡  2013）が東北のここかしこで見られるようになった。 
 持続可能性に向けた社会変革のための新しい枠組みが生涯学習に求められている。ユネスコの
21 世紀教育国際委員会が発表した報告書『学習：秘められた宝』（1996 年）2) が「学習の 4 本柱」
を提言してから 20 年が経過し，時代の要請に応えるべく「5 本目の柱」の検討が始まっている。
さまざまな意見が出される中で「ホールスクール・アプローチ」を主張してきた永田（2014）は，
「自らを変容させ，社会を変容させる学び（learning to transform oneself  and society） 」とい
う学習観に注目する。社会的相互作用を重視する学校やコミュニティ全体のアプローチ（ホール
スクール／ホールコミュニティ・アプローチ）は ESD の実践に活用され 3)  ，「グローバル・アク
ション・プログラム（GAP）」では「ホールインスティテューション・アプローチ（機関包括型ア
プローチ）」が ESD への包括的取り組みとして記されている。   
















































（2015 年 4 月 1 日施行）によって新設する教育長は首長が議会の同意を得て，直接任命・罷免を
行うことができるようになるなど，地方教育行政は以前にもまして政治の影響を受けやすくなっ
たといえよう。 





























おける「学習の 4 本柱」としている。 

































 本論文の 2 章で取り上げた気仙沼市小泉地区の防潮堤問題と地域の実践（pp.42-44）について
若干の補足説明をする。宮城県の防潮堤の建設は 2015 年 8 月現在 382箇所，延長 243.9km のう
ち 221 箇所，延長 151.4km が着工済みで 1) ，このうち気仙沼市は国・県が管理する 69 箇所中 7




される 3)。当地区の防潮堤は高さ 14.7m，土台の底辺幅が 84.6m の緩傾斜堤で，県内で最大規模
の計画であるということもあり，その防潮堤問題は言わば象徴的事象として意味付与されてきた。
地元では住民説明会がこれまで 15 回開催されている（表 1）。2013 年 9月 24 日，11 か月ぶりに
行われた住民説明会の会場では計画に疑問を抱く若い世代を中心に問題点の指摘や慎重に進める
べきという意見が多数出された。これを受けて行政側は住民同士の話し合いの場を設定するよう
振興会幹部に提案し，地域振興会主催の懇談会が開催された 4)。しかし，浜区（10 月 19 日）・在
区（10 月 24 日）・町区懇談会（11月 19 日）ではいずれも終了間際に司会進行役の行政職員（県
の事業管理者）が「計画を前に進めて良いか」という一言で拍手を求めるという合意の取り方を












のは 11 月 27 日の住民説明会の前に地元から出された要望書である。小泉地区振興会連絡協議会
と 7 地区振興会が早期着工を求める要望書を 11 月 24 日に復興大臣政務官，復興庁宮城復興局長，
宮城県知事，気仙沼市長に提出しており，気仙沼市長からも県知事に「気仙沼市小泉地区の災害
復旧事業の整備推進について」という要望書を提出したのも同じく 24 日であった。 
 これらを問題視した仙台市弁護士会及び日本弁護士連合会が各意見書の中で合意の取り方につ
いて指摘し 6)，また一連の手続きを不服とした住民有志は手続きの改善を求めて宮城県気仙沼土
木事務所長宛に要望書を提出した（2013 年 11月 25 日）。住民有志は市民活動を広げるために
「小泉海岸及び津谷川の災害復旧を学び合う会」（以下，「学び合う会」）」を結成し，5 回の要望書
の提出と地域の観光業者，漁業関係者，海岸利用者，学識経験者と共に陳情書を提出している













映させた計画づくりを要請するために地区人口 3743 人（2012 年 10 月末現在）7) の 35%に当たる
1324 人の署名を集め，2012 年 11 月気仙沼市長に要望書を提出している。さらに 20 代から 40代




2014 年 9 月には勉強会のメンバーを中心に「大谷里海（まち）づくり検討委員会」を結成し，大
谷海岸周辺のまちづくり具体案の作成を行った。2015 年 8 月には大谷地区振興会連絡協議会と共
に「大谷海岸周辺の整備計画に関する要望書」を気仙沼市長に提出し，防潮堤の位置を当初の計
画の大谷海岸から国道 45 号までセットバックし，国道を兼用堤とする案を要望している 8) 。 























開催日 場所（参加人数） 内容 
2012.6.24 小泉（50名） ※災害廃棄物処理施設の建設にあたり，関連する河川災害復旧計画について説明 
2012.7.19 小泉（120 名） 海岸堤防説明会及び意見交換会 
2012.7.20 市街地（20名） 津谷川河川堤防の復旧計画説明会 
2012.7.27 登米沢（50名） 海岸堤防に関する説明会及び意見交換会 
2012.10.16 小泉（120 名） 中嶋海岸・津谷川災害復旧事業説明会 
2013.9.24 小泉（100 名） 津谷川計画説明会（中島海岸についても再説明） 
※地区内外から合意形成について慎重な検討を求める意見あり 





2013.11.27 小泉（100 名） 中嶋海岸・津谷川災害復旧事業説明会 
※早期着工を求める声が多数，現防潮堤計画について合意 
2014.2.25 小泉（40名） 津谷川災害復旧に伴う用地説明会 
※今後のスケジュール等について説明 
2014.3.7 津谷街振興会 中島海岸の堤防高の設定について説明 
2014.3.11 山田地区振興会 中島海岸の堤防高の設定について説明 

















表 2 中島海岸及び津谷川・外尾川災害復旧事業に関する検討会・検討 WGの経過 
開催日 内容 
2014.5.13 検討 WG準備会 
地元要望事項の確認・対応案の事前検討 
2014.5.29 第 1回検討 WG 
地元要望事項の整備方針案について意見交換 
2014.6.6 第 1回検討会 
検討 WGの結果報告・整備方針案に対する助言等 
2014.7.1 第 2回検討 WG 
検討会の結果報告・整備方針の修正案について意見交換 
2014.7.3 第 2回検討会 
検討 WGの結果報告・整備方針案に対する助言等 
2014.7.16 第 3回検討 WG 
検討会の結果報告・整備方針の修正案について意見交換 
2014.7.20 第 3回検討会・検討 WG合同現地調査及び意見交換会 
現地確認・整備方針案の承認。※当日は雨のため，学識経験者のみ実施 
2014.11.20 第 5回検討 WG 
整備方針の配慮事項に関する意見交換 
2015.1.27. 第 4回検討会 
整備方針の配慮事項説明・環境調査計画の提示・助言 
2015.6.10 第 5回検討会 
景観検討・環境調査結果と対応策 





















③予算を軽減するための設計変更④工期短縮のための設計変更⑤国道 45 号を兼用堤と 
する設計案の提示⑥セットバックした位置での原形復旧による L1津波に対するシミュレ
ーションの提示⑦干潟を保全するための市民・専門家・行政による協議会設置 


































占部城太郎教授，鈴木孝男助教らと共にこれまでに 3 回（2014 年 4 月 19日，2014 年 9 月









などを求める意見書」（2014 年 7 月 23 日）の中で，日本弁護士連合会は「防潮堤建設につ
いての意見書」（2014年 11 月 20 日）の中で指摘している。 
7) 気仙沼市住民基本台帳より。 
8) 大谷地区の住民参加や復旧・復興に関する情報は，2013 年 5 月 2 日，同年 8 月 18 日に同地
区の住民，三浦友幸氏（当時は NGOの現地スタッフ，現在は大谷地区のまちづくり協議会




キャンパス）や 2015年 7 月 20 日の「海と田んぼからの復興プロジェクト」第 20 回会合
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